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評価の概要について 1 

１ 評価対象物質について 2 

１-１ 評価対象物質の同定情報 3 

 １，３－ジイソシアナト（メチル）ベンゼン（以下「TDI」という。）は、メチル基の置換位置4 

の違いにより複数の異性体及びそれらの混合物が存在する。該当する CAS 登録番号、名称、構造5 

式及び平成 28 年度製造・輸入実績の化審法届出情報を表 １に示す。 6 

 7 

表 １ 優先評価化学物質 129 の CAS 登録番号別製造輸入数量（平成 28 年度） 8 

CAS 登録番号 名称(CAS Index Name) 構造式 製造輸入数量[t] 

91-08-7 ２，６－ジイソシアナトトルエン 

(Benzene, 1,3-diisocyanato-2-methyl-) 

 

16,155 

584-84-9 ２，４－ジイソシアナトトルエン 

(Benzene, 2,4-diisocyanato-1-methyl-) 

 

66,736 

1321-38-6 ジイソシアナト（メチル）ベンゼン 

 (Benzene, diisocyanatomethyl-) 

 

－ 

14219-05-7 ３，５－ジイソシアナトトルエン 

(Benzene, 1,3-diisocyanato-5-methyl-) 

 

－ 

26102-02-3 ２，４（又は６）－ジイソシアナトトル

エン 

(Benzene, 1,3-diisocyanato-2(or 4)-methyl-) 

 

 

－ 

26471-62-5 １，３－ジイソシアナト（メチル）ベン

ゼン 

(Benzene, 1,3-diisocyanatomethyl-) 
 

16,612 
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TDI には２，４－ジイソシアナトトルエン（以下「2,4-TDI」という。）と２，６－ジイソシアナ1 

トトルエン（以下「2,6-TDI」という。）の異性体混合物があり、化学工業日報社(2008)によれば、2 

市販品は 2,4-TDI：2,6-TDI＝95 以上：5 以下、80：20、65：35 の３種類があるとされている。ま3 

た、NITE(2008a)では、2,4-TDI：2,6-TDI＝80：20 の混合物が最も一般的な製品とされている。 4 

 5 

１-２ 評価対象物質の選定 6 

TDI は、その構造から容易に水と反応する。 7 

MITI(1988)の既存点検においては、2,4-TDI を試験サンプルとした 28 日間の分解度試験が実施8 

されている。その結果、BOD の変化はなかったが、GC 法による直接分析の結果、（水＋被験物質）9 

系及び（汚泥＋被験物質）系ともに 2,4-TDI は消失し、新たに試験液中に白色の不溶性物質の生成10 

が見られており、ポリウレアの生成が推定されている。さらに、TOC 分析の結果、約 25%の水溶11 

性物質が確認されており、２，４－ジアミノトルエン（以下「2,4-TDA」という。）の生成が確認、12 

尿素体の生成が推定されている。 13 

その他、水との反応性は濃度と攪拌状態によっても異なり、TDI が高濃度（10,000 mg / L）の場14 

合 TDA への変換が 1％未満であったのに対し、10 mg / L 未満の濃度で TDI を十分に攪拌すると、15 

50％を超えることがあるという報告もある(Yakabe ら,1999)。 16 

生じる変化物の割合については TDI の濃度により異なり、TDI が希薄な場合には、二つのイソ17 

シアナート基全ての加水分解による TDA の生成が優先して起こり、TDI が濃厚な場合には、イソ18 

シアナート基の一つが加水分解されアミンになると直ちに別の TDI と重合反応し、オリゴウレア、19 

ポリウレアになりやすい(IARC,1986 ; Yakabe ら,1999 ; 日本化学会,1996)。 20 

変化物のうち、ポリウレアは、ECHA(2013)の CoRAP において、一般的に不活性で不溶性の固21 

体であり、生物学的に利用不可能であるため環境への影響が小さいポリマーであるとされている。 22 

 23 

NITE(2008)及び U.S.EPA(2011)は、TDI と水蒸気との反応性を測定した研究 (Dyson and 24 

Hermann,1971)を根拠として、空気中の水分による TDA の生成の可能性を示唆している。しかし25 

ながら、Dyson and Hermann(1971)では、TDI の気中濃度の減衰を報告しているものの、変化物を26 

測定していないことから、 TDA 生成の有無及び TDI 減少の機構は不明である。 27 

また、異なる湿度条件での TDI の減少率及び変化物である TDA を測定した Holdren ら(1984)の28 

研究では、TDA は検出されず、TDI 損失はチャンバーの壁面吸着に起因するものとされている。29 

一方で同報では、TDI が水蒸気と反応する可能性を排除できないとも述べられている。 30 

Becker ら(1988)は、TDA の OH ラジカルとの反応速度が TDI に比べて 20 倍以上速いため、大31 

気中では急速に消失すると述べている。しかしながら、TDA の半減期は、化審法リスク評価の技32 

術ガイダンスの 2 倍の OH ラジカル濃度のもとで 1 時間とされており、風速を考慮しても、排出33 

源近傍では分解し切らず存在する可能性が考えられる。 34 

なお、上記論文を参考にするにあたっては、分析方法によっては、TDI と TDA を区別できない35 

場合もある点に考慮が必要である。 36 

このように、大気中における TDI の変化物として、TDA が存在するかについては、現在判断に37 

足る根拠が得られなかった。 38 
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TDI (2,4-TDI：2,6-TDI＝80：20) の変化物としては、ポリウレア、TDA 等が想定される。そのう1 

ち、ポリウレアは、前述のとおり環境への影響が小さいポリマーであるとされている。TDA につ2 

いては、2,4-TDA 及び 2,6-TDA が想定されるが、後述の有害性評価（4 章）において、入手できた3 

各毒性項目のキースタディを比較した結果、2,4-TDA の方がいずれの毒性項目においても無毒性4 

量が低いことが確認された。 5 

以上から、本書におけるリスク評価は、親物質である TDI については、最も一般的な製品であ6 

る 2,4-TDI：2,6-TDI＝80：20 の混合物（以下「TDI 混合物」という。）を、変化物については、有7 

害性の観点からもより安全側に立った評価となる 2,4-TDA を評価対象物質とする。 8 

 9 

また、環境中運命及び後述の「２．物理化学的性状、濃縮性及び分解性」の記載を踏まえ、吸入10 

暴露経路については、大気中における TDI の変化については十分な情報が得られず定量的に取り11 

扱うことができないため、定量的なリスク評価が行える物質を評価対象とするとの観点から、親12 

化合物である TDI（2,4-TDI：2,6-TDI＝80：20 の混合物）を主要な評価対象物質とし、経口暴露経13 

路については、TDI はその構造から容易に水と反応するため、TDI の分解物である TDA（2,4-TDA）14 

を主要な評価対象物質とした。 15 

評価対象物質（親物質）の構造等を表 ２、評価対象物質（変化物）の構造等を表 ３に示す。 16 

 17 

表 ２ 評価対象物質（親物質）の構造等 18 

構造式 

 

    80       ：    20 

評価対象物質名称 ２，４－ジイソシアナトトルエンと２，６－ジイソシア

ナトトルエンの異性体混合物(TDI混合物) 

分子式 C9H6N2O2 

CAS 登録番号 26471-62-5 

 19 

表 ３ 評価対象物質（変化物）の構造等 20 

構造式 

 

評価対象物質名称 ２，４－ジアミノトルエン（2,4-TDA） 

分子式 C7H10N2 

CAS 登録番号 95-80-7 

 21 

なお、化管法においては、政令番号 298 としてトリレンジイソシアネートが指定されている。 22 
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２ 物理化学的性状、濃縮性及び分解性について 1 

２-１ TDI 混合物 2 

 親物質の評価で用いた TDI 混合物の物理化学的性状、濃縮性及び分解性は表 ４及び表 ５のと3 

おり。 4 

 5 

表 ４ モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ（TDI 混合物） 6 

項目 単位 採用値 詳細 
評価Ⅰ相当の

参考値 

分子量 － 174.16 － 174.16 

融点 ℃ 212) 測定値 212) 

沸点 ℃ 2532) 1013 hPa における測定値 253.142) 

蒸気圧 Pa 2.12) 
20℃における測定値の算術平

均値 
2.12) 

水に対する溶解度 mg/L （115.93)） 

WSKOWWIN による推計値 

（既存点検 5）では、「変化のた

め測定不可」との記載有り） 

115.93) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ 3.434) 測定値 3.434) 

ヘンリー係数 Pa･m3/mol 0.823) HENRYWIN による推計値 0.823) 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 947.33) KOCWIN による推計値 947.33) 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 1805) 濃縮度試験における測定値 1805) 

生物蓄積係数(BMF) － 1 logPow と BCF から設定 5) 1 

解離定数(pKa) － － 解離性の基を有さない物質 －7) 

1) 平成 29 年度第 3 回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー7 
会議（平成 29 年 11 月 28 日）で了承された値 8 

2) IUCLID(2000)    5) MITI(1977) 9 
3) EPI Suite (2012)   6) MHLW, METI, MOE(2014) 10 
4) ECHA    7) 評価 I においては解離定数は考慮しない 11 

括弧内はモデルを動かすための参考値であることを示す。 12 

 13 

表 ５ 分解に係るデータのまとめ（TDI 混合物） 14 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

OH ラジカルとの反応 2.2 

反応速度定数の測定値 2,3)から、OH ラ

ジカル濃度を 5×105 molecule/cm3 とし

て算出 

オゾンとの反応 NA  

硝酸ラジカルとの反応 NA  

水中 

水中における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 NA  

加水分解 0.071 測定値 4) 

光分解 NA  

土壌 

土壌における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 NA  

加水分解 1.7 測定値 5) 
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底質 

底質における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 NA  

加水分解 0.071 水中加水分解の項参照 

1) 平成 29 年度第 3 回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー1 
会議（平成 29 年 11 月 28 日）で了承された値 2 

2) ECHA             5) HSDB 3 
3) NIST             NA:情報が得られなかったことを示す 4 
4) NITE(2008a) 5 

 6 

２-２ 2,4-TDA 7 

変化物の評価で用いた 2,4-TDA の物理化学的性状、濃縮性及び分解性は表 ６及び表 ７のとお8 

り。 9 
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表 ６ モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ（2，4-TDA） 11 

項目 単位 採用値 詳細 

評価 Iで用

いた値(参

考) 

分子量 － 122.17 － － 

融点 ℃ 992,3) 測定値 － 

沸点 ℃ 2882,3) 1013 hPa における測定値 － 

蒸気圧 Pa 0.0122,3) 20℃における測定値 － 

水に対する溶解度 mg/L 3.5×104 2,3) 20℃での測定値 － 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ 0.0742,3) 測定値 － 

ヘンリー係数 Pa･m3/mol 5.46×10-5 4) 測定値か推計値か特定できず － 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 97632,3,5) 土壌での測定値 － 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 50 濃縮度試験における測定値 6) － 

生物蓄積係数(BMF) － 1 logPow と BCF から設定 7) － 

解離定数(pKa) － 2.7、5.252) 測定値 － 

1) 平成 29 年度第 3 回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー12 
会議（平成 29 年 11 月 28 日）で了承された値 13 

2) ECHA    5) HSDB  14 
3) OECD(2008)      6) MITI(1978) 15 
4) EPI Suite(2012)        7) MHLW, METI, MOE(2014) 16 

 17 

表 ７ 分解に係るデータのまとめ（2，4-TDA） 18 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

OH ラジカルとの反応 0.084 

反応速度定数の測定値 2-7)から、OH ラ

ジカル濃度を 5×105 molecule/cm3 とし

て算出) 

オゾンとの反応 NA  

硝酸ラジカルとの反応 NA  

水中 

水中における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 262 
土壌の生分解による半減期と同等で

あると仮定 

加水分解 － 
加水分解を受けやすい基を有さない

物質 
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光分解 NA  

土壌 

土壌における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 262 好気的生分解の試験データ 4)から算出 

加水分解 
－ 

加水分解を受けやすい基を有さない

物質 

底質 

底質における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 1,048 土壌の生分解半減期の 4 倍と仮定 8) 

加水分解 
－ 

加水分解を受けやすい基を有さない

物質 

1) 平成 29 年度第 3 回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー1 
会議（平成 29 年 11 月 28 日）で了承された値 2 

2) HSDB            6) PhysProp 3 
3) MOE(2008)        7) NIST 4 
4) ECHA            8) MHLW, METI, MOE(2014) 5 
5) NITE(2008b)            NA:情報が得られなかったことを示す 6 

  7 
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３ 排出源情報 1 

 本評価で用いた化審法届出情報及び PRTR届出情報等は図 １～図 ２及び表 ８～表 ９のとおり。2 

化審法における製造輸入数量は、TDI が優先評価化学物質に指定された平成 24 年度以降、約3 

230,000t から約 100,000t に減少している(図 １)。また、化学工業統計年報によれば、TDA の大気4 

モニタリング調査を実施した平成 2 年における生産量は 116,333t であり、平成 28 年度と同等であ5 

った。PRTR 制度に基づく排出・移動量は、水域への排出はなく、大気への排出量は減少傾向であ6 

る（図 ２）。なお、廃棄物移動量については過去 10 年間では約 40t から約 170t の間で推移してい7 

るが、これは複数の事業者による合併や撤退によるものである。 8 

 9 

 10 

図 １ 化審法届出情報 11 

 12 

表 ８ 化審法届出情報に基づく評価Ⅱに用いる出荷数量と推計排出量 13 

用途番号-

詳細用途

番号 

用途分類 詳細用途分類 

平成 28 年度 

出荷数量 

（トン／

年） 

推計排出量 

（トン／年） 

※（）は、うち

水域への排出量 

 製造   0.6 (0.094) 

01-a 
中間物  合成原料、重合原料、前駆重

合体 

22,000 3.3 (1.1) 

27-l 

プラスチック、プラスチック

添加剤、プラスチック加工助

剤[#15,16,23,25,28 を除く] [着

色剤は#11]  

注型用・注型発泡用材料（モ

ノマー、プレポリマー 等） 

57,000 20 (4.3) 

99-a 輸出用 輸出用 62,000 0 (0) 

計 140,000 24 (5.5) 

 14 

 15 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

輸入数量 16,487 10,821 5,347 3,984 5,077

製造数量 202,564 214,832 220,961 188,852 94,426

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

製
造
・
輸
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ン

/年
)
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 1 

  図 ２ PRTR 制度に基づく排出・移動量の経年変化 2 

 3 

表 ９ PRTR 届出外排出量の内訳（平成 28 年度） 4 

 5 

 6 
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剤

接

着
剤

塗
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剤

洗

浄

剤

・
化
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等
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虫
剤

・
消

臭

剤

汎

用
エ

ン

ジ
ン

た

ば

こ

の

煙

自

動
車

二

輪
車

特

殊

自

動

車

船

舶

鉄

道
車

両

航

空
機

水

道

オ

ゾ

ン

層
破

壊

物

質

ダ

イ
オ

キ
シ

ン

類

低

含
有

率

物
質

下

水
処

理

施
設

移動体 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家庭 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

非対象業種 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

対象業種（すそ切り） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2.4

2.4 2.4

大

区
分

推計量

年間排出量（トン/年）

合

計
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４ 有害性評価 1 

有害性評価では、１－２評価対象物質の選定に記載のとおり、吸入暴露経路については親化合2 

物である TDI を、具体的には、最も一般的な製品である 2,4-TDI：2,6-TDI＝80：20 の混合物を、3 

経口暴露経路については TDI の分解物である TDA を主要な評価対象物質とした。なお、TDI (2,4-4 

TDI：2,6-TDI＝80：20) の変化物としての TDA は、2,4-TDA 及び 2,6-TDA が想定されるが、表 １5 

０に示すとおり、入手できた各毒性項目のキースタディを比較した結果、2,4-TDA の方がいずれの6 

毒性項目においても無毒性量が低いことが確認されたことから、TDA としては安全側に立った評7 

価となる 2,4-TDA を評価対象物質とした。 8 

 9 

表 １０ 各毒性項目の主要な試験における 2,4-TDA と 2,6-TDA の最小毒性量の比較 10 

一般毒性 

2,6-TDA 2,4-TDA 

試験 LOAEL 根拠 試験 LOAEL 根拠 
ラット 103週間混餌
投与試験（ただし、
被験物質は二塩酸
塩）(U.S. NCI, 1980) 

250 ppm 体重増加抑
制（雌） 

ラット 103週間混餌
投与試験 
(U.S. NCI, 1979) 

79 ppm 
(3.2~5.9 
mg/kg/day) 

慢性腎症の早
期化・高度
化、肝細胞の
脂肪変性 

生殖発生毒性 

2,6-TDA 2,4-TDA 

試験 LOAEL 根拠 試験 LOAEL 根拠 

ラット（GD6-15経
口投与） 
(Knickerbocker, 
1980. WHO/EHC 
(1987)より二次引用) 

30 
mg/kg bw/day 

胎児の腹部
出血等 

ラット 10週間混餌投
与試験等 
(Varma et al., 1988). 
NITE (2008b) 及び
環境省 (2008) 等よ
り二次引用) 

15  
mg/kg 
bw/day (複
数の試験に
基づく) 

交尾率及び受
胎率の減少、
精子数の減少
等 

ウサギ（GD6-18経
口投与） 
(Knickerbocker, 
1980. WHO/EHC 
(1987)より二次引用) 

100  
mg/kg bw/day 

母動物の体
重低下、胎
児吸収増
加、新生児
生存率低下 

マウス(GD7-14経口
投与：1用量の試験)) 
(Bioassay Systems 
Corp. 1983, Hardin 
1987. 環境省 (2008)
より二次引用) 

150  
mg/kg 
bw/day 

死産、全胚吸
収、出産率低
下等 

発がん性 

2,6-TDA 2,4-TDA 

試験 LOAEL 根拠 試験 LOAEL 根拠 

ラット 103週混餌投
与試験 
(U.S. NCI, 1980) 

> 500 ppm 

肝増殖性病
変及び膵島
細胞腺腫の
増加傾向：
雄のみ 

ラット 103週混餌投
与試験 
(U.S. NCI, 1979) 

79 ppm 
(5.9 mg/kg 
bw/day) 

肝細胞及び乳
腺腫瘍の発生
増加 

マウス 103週混餌投
与試験 
(U.S. NCI, 1980) 

> 500 ppm 
肝細胞がん
の増加傾
向：雌のみ 

マウス 101週間混餌
投与試験 
(U.S. NCI, 1979) 

100 ppm 
(15 mg/kg 
bw/day) 

肝細胞がんの
発生増加 

遺伝毒性 

2,6-TDA 2,4-TDA 
in vitro及び in vivoともに陽性 
(CalEPA, 2015より二次引用) 

in vitro及び in vivoともに陽性  
(NITE, 2008b、環境省, 2006より二次引用) 

 11 

2,4-TDA の経口暴露により認められた毒性影響のうち、最も重視すべきエンドポイントは発12 

がん性であったため、2,4-TDA に係る有害性評価値導出のためのキースタディとして、発生し13 

た腫瘍の発生頻度に用量反応関係があり、EU RAR (2008) がキースタディとして採用していた14 

ラット発がん性試験 (US NCI, 1979) を選択した。また、エンドポイントについては、本試験で15 
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用量相関性をもって発生増加した腫瘍のうち、雄にみられた肝細胞がんまたは腫瘍性結節及び1 

雌にみられた乳腺腫瘍（乳腺腺腫またはがん）を選択し、発生頻度に基づく BMD (benchmark 2 

dose) 解析を行った。なお、2,4-TDA は遺伝毒性を有することが確認されたことから、当該物質3 

は閾値のない発がん物質であると考え、有害性評価値として実質安全量（ここでは 10-5 での VSD 4 

(mg/kg/day)）を算出することとした。解析の結果、より低い BMDL10 値を示した雌の乳腺腫瘍5 

（乳腺腺腫またはがん）由来の有害性評価値 0.000016 mg TDA/kg/day（BMDL10: 0.159 mg 6 

TDA/kg/day (Log-Logistic), VSD at 10-5 (BMDL10/10000): 0.000016 mg TDA/kg/day）を採用するこ7 

とが妥当であると判断した。 8 

 9 

ヒト及び動物における TDI の吸入暴露による毒性影響のうち、最も感受性の高いエンドポイ10 

ントは、呼吸器系に対する非発がん影響であった。TDI の吸入暴露によりヒトにおいて肺機能低11 

下が認められており、国内外の他機関による評価においても、本所見が定量的評価の指標となっ12 

ている。したがって、本評価においても、TDI の吸入暴露に関する有害性評価値導出のためのキ13 

ースタディ候補として、ヒトで肺機能低下が認められた疫学研究を選択し、Diem ら (1982) の14 

研究より得られた NOAEL を起点に TDI の吸入暴露に係る有害性評価値を導出することが妥当15 

であると考えた。本評価では、同研究の NOAEL 0.0009 ppm (8h-TWA) を連続暴露補正した 0.0009 16 

ppm x 8h/24h x 5d/7d = 0.00021 ppm に、単位換算係数 7.24 [mg TDI/m3/ppm] をかけ、不確実係数17 

30（個人差 10、暴露期間 3 [5 年間追跡した前向きコホート研究を根拠とするため]）で除した値18 

0.00005 mg TDI/m3 を、TDI の吸入暴露による有害性評価値とした。 19 

 20 

導出された TDI 及び TDA に係る有害性評価値のまとめは表 １１のとおり。 21 

 22 

表 １１ TDI 及び TDA の有害性評価値のまとめ（案） 23 

暴露経路 有害性評価値 根拠データ及び導出方法 

経口経路 

 

0.000016 

mg TDA/kg/day 

 

・U.S. NCI, 1979 

・ラット 103週間混餌投与試験 (2,4-TDA) 

・指標：雌の乳腺腫瘍（乳腺腺腫またはがん） 

・POD：BMDL10 0.159 mg TDA/kg/day 

・評価値= BMDL10 / 10000 = 0.159 [mg TDA/kg/day] / 10000 = 0.000016 [mg TDA/kg/day] 

吸入経路 

 

0.00005  

mg TDI/m3 

・Diem et al., 1982; Hughes, 1993 

・TDI 製造工場労働者の前向きコホート調査 

・指標：肺機能低下 

・POD：NOAEL 0.0009 ppm  (8h-TWA)の連続暴露補正値 0.00021 ppm (0.0015 mg TDI/m3) 

・UF：30 (個人差 10、暴露期間 3) 

・評価値 = 0.0009 [ppm] x 8 [hr] / 24 [hr] x 5 [day] / 7[day] x 7.24 [mg TDI/m3/ppm] / UF 30 = 

0.00005 [mg TDI/m3] 

  24 
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５ リスク推計結果の概要 1 

１－２のとおり、TDI は環境中の水との反応により TDA 等に変化することから、経口暴露経路2 

における TDI のリスク推計は実施しない。 3 

また、２－１のとおり、TDI と TDA の物化性状、分解半減期が異なることや、１－２のとおり、4 

大気中における TDI の変化については十分な情報が得られず、分解機構や変化物の生成量等につ5 

いて定量的に取り扱うことができないため、2,4-TDA についてはモデルによる暴露量推計は行わ6 

ず、吸入暴露経路の TDI についてのみモデルによる評価を行う。 7 

一方、環境モニタリングデータについては、TDI の大気モニタリングデータを用いて吸入暴露8 

経路の評価を、2,4-TDA の水質モニタリングデータを用いて経口暴露経路の評価を行う。なお、9 

大気中における TDI の変化について十分な情報が得られなかったことなどから、2,4-TDA の大気10 

モニタリングデータと有害性評価値を比較する評価は行わない。 11 

 12 

５-１ 排出源ごとの暴露シナリオによる評価 13 

・PRTR 届出情報を用いて、排出源ごとの暴露シナリオの推計モデル（PRAS-NITE Ver.1.1.2 ）14 

により評価を行った。結果を表 １２に示す。 15 

・PRTR 届出情報を用いた結果では、TDI 混合物の吸入暴露経路において、1 箇所のリスク懸16 

念箇所(表 １１の有害性評価値以上の濃度)が認められた。 17 

 18 

表 １２ PRTR 届出情報に基づく一般毒性におけるリスク推計結果（TDI 混合物） 19 

暴露経路 
 リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

吸入経路  大気排出分 1/182 3 

※届出事業所に加えて移動先の下水道終末処理施設も排出源として考慮。ただし、本物質が加水分解性を有す20 
ること及び化審法の「微生物等による化学物質の分解度試験」において、直接分析(GC 法)による分解度が21 
100%であったことから、下水処理場での移行率は、大気、水域ともに 0%としている。 22 

  23 
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５-２ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる評価 1 

・PRTR 届出情報及び届出外排出量推計を用いて、様々な排出源の影響を含めた暴露シナリ2 

オによる推計モデル（G-CIEMS）により、大気中濃度を計算し、評価対象地点とした環境3 

基準点を含む 3,705 地点のリスク推計をした。 4 

・推計結果は表 １３のとおり。表より、HQ≧1 となる地点はなかった。 5 

 6 

表 １３ G-CIEMS による濃度推定結果に基づく HQ区分別地点数（TDI 混合物） 7 

ハザード比の区分 
吸入経路 

一般毒性 

1≦HQ 0 

0.1≦HQ＜1 0 

HQ＜0.1 3,705 

 8 

５-３ 環境モニタリングデータによる評価 9 

・直近 5 年（平成 24～28 年度）の TDI に係る大気モニタリングデータを元に、吸入経由の10 

リスクを評価した。結果は表 １４に示すとおり。 11 

・直近 10 年（平成 19～28 年度）の 2,4-TDA に係る水質モニタリングデータを元に、経口経12 

由のリスクを評価した。その際の暴露量は分解物である 2,4-TDA と 2,6-TDA の生成比が13 

80：20 と仮定し、質量比から 2,6-TDA の暴露量を推計し、2,4-TDA と 2,6-TDA の合算暴14 

露量を求めた。結果は表 １５に示すとおり。 15 

・大気、水域1いずれにおいても、HQ≧1 となる地点はなかった。 16 

・2,4-TDA 及び 2,6-TDA の大気モニタリングデータを元に、有害性評価値と比較する評価は17 

行わなかったが、平成 28 年度の TDI 生産量が同程度である平成 2 年度に測定された過去18 

の測定結果はいずれも検出下限値未満であった。 19 

 20 

表 １４ 大気モニタリングデータに基づく HQ区分別測定地点数（2,4-TDI 及び 2,6-TDI 合算） 21 

ハザード比の区分 

大気モニタリング濃度の測定地点数

（直近 5 年） 

吸入経路 

一般毒性 

1≦HQ 0 

0.1≦HQ＜1 0 

HQ＜0.1 9 

                                                   
1 2,4-TDA の水質測定が化学物質環境実態調査にて平成 21 年度に実施されており、全地点で ND（検出下限値：

6.2×10-6 mg/L）となった。当該データを用いて 2,4-TDA の経口摂取量を求めると 2.76×10-7 mg/kg/day 未満となり、

2,4-TDA の有害性評価値 1.6×10-5 mg/kg/day を十分下回る。 

2,6-TDA については環境モニタリングが実施されていない。しかし、環境中で 2,6-TDI から 2,6-TDA が生成する割

合が 2,4-TDI から 2,4-TDA が生成する割合と等しいとすると、2,4-TDA：2,6-TDA の水質濃度比は 8:2 となり、2,6-

TDA の経口摂取量を加えたとしても、2,4-TDA の有害性評価値を十分下回ると考えられる。 
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 1 

表 １５ 水質モニタリングデータに基づく HQ区分別測定地点数（2,4-TDA 及び 2,6-TDA の合算） 2 

ハザード比の区分 

水質モニタリング濃度の測定地点数

（直近 10 年） 

経口経路 

発がん性 

1≦HQ 0 

0.1≦HQ＜1 0 

HQ＜0.1 24 

 3 

６ 追加調査が必要となる不確実性事項等 4 

不確実性の解析結果を以下に示す。 5 

 6 

表 １６ TDI 及びその変化物のリスク評価の不確実性解析結果 7 

項目 不確実性の要因 
調査の 
必要性 

評価に有用
な情報 

理由 

ⅰ) 
評価対象 
物質 

評価対象物質と性
状等試験データ被
験物質との不一致
等 

なし － 

・ TDI の評価は TDI 及び水溶性の変化物として生
成が確認されている TDA について行うことと
し、TDI については最も一般的な製品である
2,4-TDI：2,6-TDI＝80：20 の混合物（以下「TDI
混合物」という。）を評価対象物質とした。 

・ TDA については、TDI 混合物の分解物として
2,4-TDA 及び 2,6-TDA が想定される。しかし、
2,6-TDA については、主要な評価機関による評
価書におけるキースタディの最小毒性量が、一
般毒性、生殖発生毒性、発がん性のいずれの毒
性項目においても、2,4-TDA の最小毒性量より
も大きかった。そのため、TDA については、TDI
混合物の主要な分解物である2,4-TDAを主要な
評価対象物質とすることとした。 

・ 以上のように設定した評価対象物質を被験物
質とした物理化学的性、有害性のデータが得ら
れており、さらなる調査の必要性はないと判断
した。 

ⅱ) 
物理化学
的性状等 

推計値しかない場
合等のリスク推計
結果への影響等 

なし － 

・ TDI の水溶解度、ヘンリー係数及び Koc が推計
値だが、リスク推計結果に及ぼす影響は大きく
ないと考えられたため、調査の必要性はないと
判断した。 

ⅲ) 
PRTR 
情報 

化審法対象物質と
PRTR 対象物質との
不一致 

なし － 

・ 化審法における届出対象物質は１，３－ジイソ
シアナト（メチル）ベンゼン、化管法における
PRTR 対象物質はトリレンジイソシアネートで
あり、PRTR 対象物質の方が範囲は広い。 

・ しかし、国内で使用されている製品は化審法の
対象範囲である 2,4-TDI：80%及び 2,6-TDI：20%
の混合物が主流とされており、化審法と化管法
の指定物質の差異についての考慮は必要ない
と考えられる。 

ⅳ) 
有害性 

吸入暴露経路の有
害性評価値導出の

なし － 
・ 吸入暴露経路のTDI暴露に関するリスク評価に

資する有害性情報として、信頼性の高い定量評
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項目 不確実性の要因 
調査の 
必要性 

評価に有用
な情報 

理由 

根拠として大規模
コホートによる疫
学研究結果や信頼
性のある動物実験
の結果が使用でき
なかったこと 

価を行うための大規模コホートによる疫学研
究はなく、NOAEL を判断できる信頼性の高い動
物試験結果もなかったため、本評価では、得ら
れた小規模の疫学調査結果の中から、ヒトにお
ける NOAEL, LOAEL を判断でき、暴露反応関係
を見出すことができた研究結果を用いること
とした。精緻な定量的評価を行うためには、TDI
の吸入暴露に関する大規模コホート研究の実
施が必要だが、現実問題として実施できる可能
性が低い。また、使用した疫学研究結果には安
全性を見込んだ不確実係数を適用しており、追
加の調査等の必要性はないと判断した。 

v) 
排出量 
推計 

化審法届出情報に
基づく排出量推計
の排出シナリオと
実態との乖離等 

なし － 

・ PRTR情報に基づくリスク推計結果がより実態を
反映していると考えられるため、化審法届出情
報に基づく排出量推計の不確実性については検
討しない。 

・ なお、本物質はウレタンのモノマーとして用い
られる。ウレタン製品中に未反応の TDI が含ま
れているとの情報があるが、長期使用段階から
の排出量について推計する知見が十分得られな
いため検討しない234。 

vi) 
暴露 
シナリオ 

暴露シナリオと実
態との乖離等 
 

 排出源ごとの暴露シナリオ 

あり 

・精緻化し
た PRTR 値 
・環境中で
の変化物及
び生成量 

・TDI の吸入暴露経路の PRAS-NITE 推計ではリス
ク懸念箇所が1箇所推計されているが大気モニ
タリングデータでは懸念箇所はない。（当該箇
所の大気モニタリングデータは得られていな
い。） 

・TDI の吸入暴露経路の評価において、大気中の
変化等による減少量を差し引いておらず、リス
クの過大評価の可能性がある。また推計に用い
た PRTR 値が過大となっている可能性がある。 

・ 環境中における TDI の変化物及び生成量、また
各環境媒体への分配と暴露状況に不確実性が大
きいため、変化物である TDA について、PRAS-
NITE を用いた暴露量推計は行わなかった。以上
により、PRTR の大気への排出量の確認を行い、
その結果によっては TDI の環境中での変化物及
び生成量等について調査・検討を行う必要があ
る。 

 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ 

あり 

・精緻化し
た PRTR 値 
・環境中で
の変化物及
び生成量 

・TDI の大気モニタリングデータと、当該地点の
G-CIEMS 推計濃度に不整合は見られなかった。 

・推計に用いた PRTR 値が過大となっている可能
性がある。 

・ 環境中における TDI の変化物及び生成量、また
各環境媒体への分配と暴露状況に不確実性が大
きいため、変化物である TDA について、G-CIEMS
を用いた暴露量推計は行わなかった。 

                                                   
2 Krone(2003) Isocyanates in Flexible Polyurethane Foams, Bulletin of Environmental Contamination and 

Toxicology, 70(2), 328-335. 
3 Mutsuga(2014) Quantification of isocyanates and amines in polyurethane foams and coated products by 

liquid chromatography–tandem mass spectrometry, Food Science & Nutrition, 2(2), 156–163. 
4 Vangronsveld(2013) Toluene Diisocyanate Emission to Air and Migration to a Surface from a Flexible 

Polyurethane Foam, The Annals of Occupational Hygiene, 57(5), 650–661. 
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項目 不確実性の要因 
調査の 
必要性 

評価に有用
な情報 

理由 

・ 以上により、PRTR の大気への排出量の確認を行
い、その結果によっては TDI の環境中での変化
物及び生成量等について調査・検討を行う必要
がある。 

 環境モニタリング情報 

あり 
・精緻化し
た PRTR 値 

・ 環境モニタリング情報については、大気モニタ
リングの採用データは、直近 5年間の範囲のデ
ータである。また、水質モニタリングの採用デ
ータは、直近 10 年間の範囲のデータである。 

・ なお、PRTR 排出量は増加傾向にないことから、
直近 10 年間の範囲のデータを採用することは
問題ないと考えられる。 

・ TDI の吸入暴露経路の PRAS-NITE 推計でリスク
懸念となっている箇所における大気モニタリ
ングデータが得られていない。 

・ そのため、PRTR の大気への排出量の確認を行
い、その結果によっては、大気排出の多い排出
源周辺でのTDIの大気モニタリング調査が望ま
れる。 

・ また、水質モニタリングについては、2,6-TDA の
測定はされていないため、質量比から 2,6-TDA
の暴露量を推計し、2,4-TDA と 2,6-TDA の合算
暴露量を求めている。TDI の変化物の有害性評
価値については、最も毒性の強いと考えられる
2,4-TDA の値を採用しているため、過大評価の
可能性があるが、2,4-TDA 及び 2,6-TDA の両者
に暴露してもリスク懸念なしと考えられるこ
とから、TDI の変化物の有害性評価値および
2,6-TDA の水質モニタリングについては追加調
査の必要性はないと考えられる。 

（概要は以上。）  1 
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７ 付属資料 1 

７-１ 化学物質のプロファイル 2 

 3 

表 １７ 化審法に係る情報 4 

優先評価化学物質官報公示名称 １，３－ジイソシアナト（メチル）ベンゼン 

優先評価化学物質通し番号 129 

優先評価化学物質指定官報公示日 平成 24 年 12 月 21 日 

官報公示整理番号、官報公示名称等 3-2214：ジイソシアナトトルエン 

関連する物質区分 既存化学物質 

既存化学物質安全性点検結果(分解性･蓄積性) 難分解性（変化物あり）・低濃縮性 

既存化学物質安全性点検結果(人健康影響) 実施 

既存化学物質安全性点検結果(生態影響) 未実施 

優先評価化学物質の製造数量等の届出に含まれ

るその他の物質(注) 

なし 

 （注)「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について」の「２．新規化学物質の製造又は輸入に5 
係る届出関係」により新規化学物質としては取り扱わないものとしたもののうち、構造の一部に優先評価6 
化学物質を有するもの（例：分子間化合物、ブロック重合物、グラフト重合物等）及び優先評価化学物質の7 
構成部分を有するもの（例：付加塩、オニウム塩等）については、優先評価化学物質を含む混合物として取8 
り扱うこととし、これらの製造等に関しては、優先評価化学物質として製造数量等届出する必要がある。9 
(「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について」平成 23 年 3 月 31 日薬食発 0331 第 510 
号、平成 23･03･29 製局第 3 号、環保企発第 110331007 号） 11 

 12 

表 １８ 国内におけるその他の関係法規制 13 

国内における関係法規制 対象 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律(化管法) 

(平成 21 年 10 月 1 日から施行) 

トリレンジイソシアネート 

：第一種指定化学物質 1-298 

(旧)化管法 (平成 21 年 9 月 30 日まで) 

メチル－１，３－フェニレン＝ジイソシアネート（別名

メタ－トリレンジイソシアネート） 

：第一種指定化学物質 1-338 

毒物及び劇物取締法 － 

労働安全

衛生法 

製造等が禁止される有害物等 － 

製造の許可を受けるべき有害物 － 

名称等を表示し、又は通知すべき危険

物及び有害物 

トリレンジイソシアネート 

表示の対象となる範囲（重量％）≧1 

通知の対象となる範囲（重量％）≧0.1 

平成 30 年 7 月 1 日施行：別表第 9 の 405 

危険物 － 
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国内における関係法規制 対象 

特定化学物質等 

トリレンジイソシアネート 

：特定化学物質等（第二類物質） 

対象となる範囲（重量％）≧1 

政令番号  23 

鉛等/四アルキル鉛等 － 

有機溶剤等 － 

作業環境評価基準で定める管理濃度 

トリレンジイソシアネート 

通し番号 21 

管理濃度 0.005ppm 

強い変異原性が認められた化学物質 － 

化学兵器禁止法 － 

オゾン層保護法 － 

環境 

基本法 

大気汚染に係る環境基準 － 

水質汚濁に係る環

境基準 

人の健康の保護に

関する環境基準 
－ 

生活環境の保全に

関する環境基準 
－ 

地下水の水質汚濁に係る環境基準 － 

土壌汚染に係る環境基準 － 

大気汚染防止法 

ジイソシアネート（別名：トリレンジイソシアネー

ト） 

：有害大気汚染物質、中環審第 9 次答申の 143 

水質汚濁防止法 － 

土壌汚染対策法 － 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 － 

出典：(独)製品評価技術基盤機構,化学物質総合情報提供システム(NITE-CHRIP), 1 
URL：https://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop, 2 
令和元年 11 月 19 日に CAS 登録番号 26471-62-5 で検索 3 
  4 
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７-２ 暴露評価と各暴露シナリオでのリスク推計 1 

７-２-１ 環境媒体中の検出状況 2 

(１) 大気モニタリングデータ 3 

 4 

表 １９ 近年の大気モニタリングにおける最大濃度（2,4-TDI） 5 

期間 モニタリング事業名 
最大濃度 

（mg/m3） 

直近 5 年（平成 25～29 年度） 黒本調査（平成 26 年度） 7.8×10-7 

過去 10 年間（平成 20～29 年度） 黒本調査（平成 26 年度） 7.8×10-7 

 6 

表 ２０ 近年の大気モニタリングにおける最大濃度（2,6-TDI） 7 

期間 モニタリング事業名 
最大濃度 

（mg/m3） 

直近 5 年（平成 25～29 年度） 黒本調査（平成 26 年度） <3.3×10-7 

過去 10 年間（平成 20～29 年度） 黒本調査（平成 26 年度） <3.3×10-7 

 8 

表 ２１ 過去 10 年間の大気モニタリング調査結果（平成 20 年度～平成 29 年度）(2,4-TDI) 9 

年度 
モニタリング 

事業名 

濃度範囲（平均値） 

（mg/m3） 

検出下限値 

（mg/m3） 
検出地点数 

平成 26 年度 黒本調査 <1.4×10-7～7.8×10-7 1.4×10-7～2.3×10-7 1/9 

 10 

表 ２２ 過去 10 年間の大気モニタリング調査結果（平成 20 年度～平成 29 年度）(2,6-TDI) 11 

年度 
モニタリング 

事業名 

濃度範囲（平均値） 

（mg/m3） 

検出下限値 

（mg/m3） 
検出地点数 

平成 26 年度 黒本調査 <2.9×10-7～<3.3×10-7 2.9×10-7～3.3×10-7 0/8 

 12 

表 ２３ 過去 10 年間より前の大気モニタリング調査結果（平成 2年度）(2,4-TDA) 13 

年度 
モニタリング 

事業名 

濃度範囲（平均値） 

（mg/m3） 

検出下限値 

（mg/m3） 
検出地点数 

平成 2 年度 黒本調査 <2.7×10-4 2.7×10-4 0/17 

 14 

表 ２４ 過去 10 年間より前の大気モニタリング調査結果（平成 2年度）(2,6-TDA) 15 

年度 
モニタリング 

事業名 

濃度範囲（平均値） 

（mg/m3） 

検出下限値 

（mg/m3） 
検出地点数 

平成 2 年度 黒本調査 <2.7×10-4 2.7×10-4 0/17 

 16 

 17 

 18 

 19 
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(２) 水質モニタリングデータ 1 

 2 

表 ２５ 近年の水質モニタリングにおける最大濃度（2,4-TDA） 3 

期間 モニタリング事業名 
最大濃度 

（mg/L） 

直近 5 年（平成 25～29 年度） － － 

過去 10 年間（平成 20～29 年度） 黒本調査（平成 21 年度） <6.2×10-6 

 4 

表 ２６ 過去 10 年間の水質モニタリング調査結果（平成 20 年度～平成 29 年度）（2,4-TDA） 5 

年度 
モニタリング事業

名 

濃度範囲（平均

値） 

（mg/L） 

検出下限値 

（mg/L） 
検出地点数 

平成 21 年度 黒本調査 <6.2×10-6 6.2×10-6 0/24 

 6 

 7 

７-２-２ 排出源ごとの暴露シナリオによる暴露評価とリスク推計 8 

(１) PRTR 届出情報に基づく評価 9 

① PRTR 届出排出量 10 

 11 

表 ２７ PRTR 届出事業所ごとの排出量 12 

(TDI 混合物、上位 10箇所) 13 

 14 
注：上記の表は平成 28 年度実績の PRTR 届出 181 事業所及び移動先の下水道終末処理施設 1 箇所のうち、大気及15 

び水域への合計排出量の上位 10 箇所を示す。ただし、本物質が加水分解性を有すること及び化審法の「微生16 
物等による化学物質の分解度試験」において、直接分析(GC 法)による分解度が 100%であったことから、下水17 
処理場での移行率は、大気、水域ともに 0%としている。 18 

  19 

No. 都道府県 業種名等
大気排出量

[t/year]

水域排出量

[t/year]

合計排出量

[t/year]
排出先水域名称

1 Ａ県 プラスチック製品製造業 0.3 0 0.3

2 Ｂ県 輸送用機械器具製造業 0.12 0 0.12

3 Ｃ県 化学工業 0.11 0 0.11

4 Ｄ県 プラスチック製品製造業 0.098 0 0.10

5 Ｅ県 プラスチック製品製造業 0.086 0 0.086

6 Ｆ県 プラスチック製品製造業 0.084 0 0.084

7 Ｅ県 化学工業 0.072 0 0.072

8 Ｃ県 プラスチック製品製造業 0.044 0 0.044

9 Ｇ県 プラスチック製品製造業 0.042 0 0.042

10 Ｈ県 プラスチック製品製造業 0.038 0 0.038
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② リスク推計結果 1 

・一般毒性の吸入暴露経路について、HQ が 1 以上となった箇所を含む上位 10 箇所のリス2 

ク推計結果を表 ２８に示す。 3 

・一般毒性の吸入暴露経路（TDI 混合物）については、排出源から 1 km 以内の HQ の最大4 

値は 1.1 であった。 5 

 6 

表 ２８ PRTR 届出情報に基づく一般毒性（吸入暴露経路）におけるリスク推計結果 7 

(TDI 混合物、上位 10 箇所) 8 

 9 

 10 

７-３ 参照した技術ガイダンス 11 

 12 

表 ２９ 参照した技術ガイダンスのバージョン一覧 13 

章 タイトル バージョン 

‐ 導入編 1.0 

Ⅰ 評価の準備 1.0 

Ⅱ 人健康影響の有害性評価 1.1 

Ⅲ 生態影響の有害性評価 1.0 

Ⅳ 排出量推計 1.1 

Ⅴ 暴露評価～排出源ごとの暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅵ 暴露評価～用途等に応じた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅶ 暴露評価～様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅷ 環境モニタリング情報を用いた暴露評価 1.0 

Ⅸ リスク推計・優先順位付け・とりまとめ 1.1 
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都道府県 業種名称
排出先

水域名称

大気への

排出量
[t/year]

水域への

排出量
[t/year]

合計

排出量
[t/year]

HQ

(～1km)

HQ

(～2km)

HQ

(～3km)

HQ

(～4km)

HQ

(～5km)

HQ

(～6km)

HQ

(～7km)

HQ

(～8km)

HQ

(～9km)

HQ

(～10km)

Ａ県
プラスチック製

品製造業
- 0.3 0 0.3 1.1 0.45 0.24 0.17 0.12 0.093 0.074 0.060 0.050 0.043

Ｂ県
輸送用機械器

具製造業
- 0.12 0 0.12 0.44 0.18 0.10 0.069 0.049 0.037 0.029 0.024 0.020 0.017

Ｃ県 化学工業 - 0.11 0 0.11 0.40 0.16 0.089 0.063 0.045 0.034 0.027 0.022 0.019 0.016

Ｄ県
プラスチック製

品製造業
- 0.098 0 0.098 0.36 0.15 0.080 0.056 0.040 0.030 0.024 0.020 0.016 0.014

Ｅ県
プラスチック製

品製造業
- 0.086 0 0.086 0.31 0.13 0.070 0.049 0.035 0.027 0.021 0.017 0.014 0.012

Ｆ県
プラスチック製

品製造業
- 0.084 0 0.084 0.31 0.13 0.068 0.048 0.034 0.026 0.021 0.017 0.014 0.012

Ｅ県 化学工業 - 0.072 0 0.072 0.26 0.11 0.058 0.041 0.029 0.022 0.018 0.014 0.012 0.010

Ｃ県
プラスチック製

品製造業
- 0.044 0 0.044 0.16 0.066 0.036 0.025 0.018 0.014 0.011 8.8×10-3 7.4×10-3 6.3×10-3

Ｇ県
プラスチック製

品製造業
- 0.042 0 0.042 0.15 0.063 0.034 0.024 0.017 0.013 0.010 8.4×10

-3
7.1×10

-3
6.0×10

-3

Ｈ県
プラスチック製

品製造業
- 0.038 0 0.038 0.14 0.057 0.031 0.022 0.016 0.012 9.3×10

-3
7.6×10

-3
6.4×10

-3
5.4×10

-3
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７-４ 環境モニタリングデータとモデル推計結果の比較解析 1 

７-４-１ 地点別のモニタリング濃度と G-CIEMS のモデル推計濃度との比較 2 

(１) 大気モニタリング濃度との比較 3 

 4 

 5 

図 ３  G-CIEMS 推計大気濃度（PRTR、平成 28 年度)と 6 

大気モニタリング濃度（黒本調査、平成 26 年度）との比較 7 

(TDI 混合物) 8 

  9 
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７-４-２ 地点別のモニタリング濃度と PRAS-NITE のモデル推計濃度との比較 1 

(１) 大気モニタリング濃度との比較 2 

モデル推計に用いた排出年度に測定された環境モニタリング濃度は得られなかったが、モニタ3 

リング濃度の得られた地点における、モニタリング実施時期とモデル推計に用いたデータの年度4 

の大気排出量は同程度であった。下図にその比較を示す。 5 

 6 

 7 

図 ４ PRAS-NITE の推計大気濃度（PRTR、平成 28 年度）と 8 

モニタリング大気濃度（黒本調査、平成 26 年度）の比較 9 

(TDI 混合物) 10 

  11 
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